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背景 張さん、見出しだけ
訳してください 



製造業の海外進出 
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 空洞化する日本、さびれる地方 



地域経済の構造変化 

工業団地の時代 

地域に工場誘致 

（1990年頃まで） 

本社    工場 

首都圏  地域経済 
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産業政策の変遷 

臨海部における重化学工
業の推進 
～‘７０ 

地方分散の推進 
‘７０～‘９５ 

新成長分野の支援 
‘９５～‘００ 

競争力ある地域産業・企業の支援 
‘００～ 

地域の自立支援 
‘０５～ 

高度成長経済 
所得格差・都市問題 

安定成長経済 
地方の雇用・資源エネルギー 

持続成長経済 
有限の地球・少子高齢化 

‘５０      ’６０      ’７０       ‘８０      ’９０      ‘００     ’１０ 



2000年以降の政策 

• 産業クラスター計画 

• 中小企業新事業活動促進法 

• 中小ものづくり高度化法 

• 改正産業再生法 

• 中小企業地域資源活用促進法 

• 企業立地促進法 

 

 



産業クラスター計画 
全国で、中堅・中小企業10,200社、延べ
290校を超える大学等が参加。公設試96、
産業支援機関404、金融機関227、商社98
等が産業クラスターを支援。 



産業クラスターのモデル 

産官学金の連携
の課題 ハブの連携 

金融機関の積極的
な仲介 



産業クラスター政策の成果 

 

• 各地域でコアとなる産業が創出された 

• 各地域でコアとなる支援機関が創出（ＴＡＭ
Ａ協会、ＡＳＴＥＭ、Ｋ-ＲＩＰ等） 

• 地域連携のネットワーク強化（イノベネット） 

• 産官学の連携の意識の強化 

• 複数の省庁の施策を組合せた活動のモデル 

• クラスター手法のノウハウが地域に蓄積 



産業クラスター政策の課題 

• クラスターに求心力ハブの形成 

• 大企業（アンカー企業）の巻き込み 

• 地域の中小企業ネットワークの強化 

• 研究開発プロジェクト効果的な組み合せ 

• 地域アイデンティティの確立 

• 自治体の主体性の確立 

• 他省庁の施策との有機的な連携 

 



地域に共通する地域経済の課題 

• 地元中小企業の育成、支援 

– マーケッティング、事業継承、M&A,海外展開 

• 地元人材の育成と活用 

– リタイアード人財の活用（団塊世代） 

– 地元大学の学生の地域内企業への就職 

– 高校卒業生の地域内の雇用確保 

• 地域の特性を活かした産学連携の推進 



地域クラスター形成の機能要件 

• 先端技術をシード（種）とする新産業を地域に根付か
せ育成するためには、研究開発機能、技術移転機
能 

• 加えて新規産業に対する適切な資金供給の機能が
必須である 

• そして高度専門人材の集積と教育力 

• 高度専門人材の集積には地元の小中高の教育力が
極めて重要である 

• 地域の豊かな文化を生かした都市機能の高度化を
強力に推進する必要がある。 



提言: 地域間連携強化 

• 地域内・地域間ネットワークの強化 

• 事業性のある技術開発の推進 

• 政策と事業創出・育成を推進する人財 

• マーケッティング（販路開拓）の支援 

• 産官学金の連携をする地域ハブ機能 

• 新事業を金融機能に繋ぐ、目利き機能 

• オープンイノベーションの推進 

• 複数の政策を統合し地域振興する自治体機能 

 

 

 



提言：新たな産官学金の連携モデル 
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産官学に地域金融が参加 
特定プロジェクトでの展開 
  

 

企業と地域金融の基盤に学と官が参加 
事業領域全体で展開 
  



             

浜松地域の企業活動 ２００７   ２０００ 

企業数          ８４５社  ７４２社 

企業間取引関係数  ３１１４   ２７３８ 

１企業平均取引数   ７．３７   ７．３８ 

 

浜松オプトロニクスクラスター構想 

地域クラスター形成の事例 
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→輸送用機械、楽器、繊維に代わる第四の製造業の柱としての 

  オプトロニクス産業の育成へ。 

経済産業省「工業統計表」より作成 

浜松オプトロニクスクラスター構想の背景  



浜松市の企業取引ネットワークの可視化 
ヤマハ (294) 

ヤマハ発動機 (314) 

スズキ (224) 
本田技研工業(130) 鈴覚 (114) 

エンシュウ (72) 
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ヤマハ発動機 スズキ 
ヤマハ 

浜松ホトニクス 

本田技研
工業 

リーダー企業が密度の濃いネットワークを共有 

浜松市のハブ企業とサプライチェーン 



•製造業の十分な集積がある。 

•強力なハブ．コネクター企業がある。 

•輸送機と光産業の産業構造と規模のギャップ 

•輸送機企業の海外移転 

•地域内連携の不足（ネットワークの強化） 

•新規顧客の開拓の必要性 

•既存ビジネスへの依存 

浜松クラスターの分析結果と課題 



浜松イノベーションマネジメントシステム 

－ 迅速で、顧客価値が高い製品とサービスの提案 － 



浜松イノベーションマネジメントシステム 
「テクノＮＥＴはままつ」 

http://www.technonet-japan.info/ 

地域ネットワーク連携 

メンバー参加型 

サイト自動更新 

先端技術の実装 

Ｗｅｂサービスのマッシュアップ 

ソーシャルメディアの活用 

クラウドの実践 

http://www.technonet-japan.info/
http://www.technonet-japan.info/
http://www.technonet-japan.info/
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事例：二子玉川クリエイティブシティー 

東京の旨みを凝縮した街、 
誰もが住みたい街、 
地域の価値が継続的に増加する街 

ビジネス、学び、生活、遊び、
憩い、買い物、刺激、出会い、
協創、競争、自己表現 

世界への提案 

クリエータの 
集積 

丸の内・大手町・銀座では創造できないビジネスが生まれる街 

創造企業の 
集積 

アイデア 
交流の場 

ビジネス 
チャンス 

心豊かな 
魅力的生活 

創業の場 

国際企業 
が集まる 

環境・生活に
密着した創発 



都市型クラスター形成 
オープンイノベーションの実験都市 

ビジネスイノベーション ソーシャルイノベーション 

アジアの熱気 

アフリカの灼熱 

南米の情熱 

ヨーロッパの成熟 

北米の情報技術 

日本の文化 

日本の技術 

ヨーロッパのテイスト 

世界の課題 余剰信用の資金 

二子玉川 



地域クラスターとは地域経営戦略  

• 地域クラスターとは、特定地域における、企業、大学、
公的機関のネットワークで構成されるものであり、単
に地理的な近接性のみによる工業団地・産業集積と
は異なる。 

• 新事業の展開や起業家の輩出、産学官金の連携に
よる地域産業技術の開拓といったダイナミックな経済
活動の昂進。 

• 地域経済の効率が次第に高っていく、好ましい循環
を生み出す地域環境。 

• 鍵はイノベーションを志向する地域文化醸成である。  


